
2021年4月1日

時間外労働の上限規制等に関する説明資料



労働基準法における労働時間の定め

労使協定

36協定
届出

◆ 法定労働時間、法定休日 → 法律で定められた労働時間、休日

◆ 所定労働時間、所定休日 → 会社が就業規則や契約等で定めた労働時間、休日

< 「法定」と「所定」の違い >

例︓所定労働時間が7時間と定めている会社で残業を3時間行った場合

→ 1時間は法定内残業（割増賃金は発生しないが、1時間分の賃金は発生）、

残り2時間は法定労働時間を超えた時間外労働となるため、2時間分の割増賃金が発生

時間外・休日労働させるためには労働者の過半数で組織する労働組合、または労働者
の過半数を代表する者と書面による労使協定を締結し、36協定届（「時間外労働・休
日労働に関する協定届」）を所轄の労働基準監督署長への届出が必要です。

36協定

労使間での締結



代休と振替休日の違い

休日労働や長時間労働の代償として、事後に他の勤務日に
休み（代休）を与えること → 割増賃金が発生
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（ 例 ） ※ 労働日の労働時間は１日８時間、所定休日が水曜日、日曜日の場合
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使用者

休日の水曜日に

出勤する代わりに

火曜日と振替してね

週40時間労働

割増賃金なし

予め（事前に）休日を他の勤務日と振替すること（同一週内）
→ 割増賃金は発生しない

※ 労働日の労働時間は１日８時間、所定休日が水曜日、日曜日の場合

（労働後） （労働前）

（ 例 ）

代休 振替休日（振休）



代休と振替休日の違い

振替休日（振休）項目代休

「予め（事前に）」休日を
他の勤務日と振替すること

（同一週の中で）
制度内容

休日労働や長時間労働の代償として、
「事後」に他の勤務日に
休み（代休）を与えること

◆就業規則に振替休日の規定を定める

◆振替休日は特定すること

◆振替休日は4週4日の休日が確保される

範囲のできるだけ近接した日とすること

◆振替は休日労働（所定・法定含む）を

行う前日までに労働者に通知すること

必要な要件特になし

予め（遅くとも前日までに）
どの休日をどの労働日に振り替えるのか
使用者が指定し、労働者本人に通知

日の指定休日に出勤した後に使用者、
または労働者が指定

同一週内での振替の場合
割増賃金は必要なし（通常の賃金は支払う）

※翌週以降に振替した場合
法定労働時間を超えた分割増賃金を支払う

割増賃金の
支払いについて割増賃金を支払う



割増賃金の概要

※1 25％を超える率とするよう努めることが必要です

※2 中小企業については2023年4月1日から適用となっています

●時間外、深夜（22時～5時）に労働させた場合には2割5分以上、
法定休日に労働させた場合には3割5分以上の割増賃金を
支払わなければなりません。

●時間外労働が1か月60時間を超えた場合には、超えた時間について
5割以上の割増賃金を支払わなければなりません。

月給制の場合、各種手当も含めた月給を1か月の所定労働時間で割って、

1時間当たりの賃金額を算出しますが、以下は労働と直接的な関係が薄く、

個人的事情に基づいて支給されていることなどにより、基礎となる賃金から

除外することができます。

①家族手当 ②通勤手当 ③別居手当 ④子女教育手当 ⑤住宅手当

⑥臨時に支払われた賃金 ⑦1か月を超える期間ごとに支払われる賃金

※ ①～⑤の手当については、このような名称の手当であれば、

すべて割増賃金の基礎となる賃金から除外できるというわけでは

ありません（名称にかかわらず実質によります）。

通勤に要した費用に応じて支給する場合（例︓6か月定期券の金額に

応じた費用を支給する場合）は算定の基礎から除外できます。

一方、「通勤手当」の名称であっても、通勤に要した費用や

通勤距離に関係なく、労働者に一律で定額で支給している場合は

除外賃金にあたりませんので、当該手当を算定基礎に含めて計算します

（例︓1日500円支給、毎月5,000円支給等）。

割増賃金の支払いに関する規定について
（労働基準法第37条）

割増賃金の基礎となるのは所定労働時間に対して
支払われる「 1時間当たりの賃金額 」



割増賃金（１時間当たりの賃金額、種類別の算定方法）

１時間当たりの
賃金額割増賃金額 ＝ ×

時間外労働、休日労働

または深夜労働時間数
割増賃金率×

● 月給額（基本給＋手当） ÷ １か月の（平均）所定労働時間数（※）

＝ １時間当たりの賃金額

（※）１年間の所定労働日数 × １日の所定労働時間 ÷ 12か月

● 日給額 ÷ １日の所定労働時間数（※）＝１時間当たりの賃金額

（※）日によって所定労働時間が異なるときは、日給額を1週間における1日の平均所定労働時間で割ります。

（例）日給額13,500円、所定労働時間7.5時間の場合

13,500円 ÷ 7.5時間 ＝ 1,800円（1時間当たりの賃金額）

例︓年間休日が125日、1日の所定労働時間が8時間の会社の場合

（365日 - 125日）× 8時間 ÷ 12か月 ＝ 160時間（１か月の所定労働時間数）

① ② ③ ④

< 時間外労働＋深夜労働の場合 >

例︓1時間当たりの賃金額1,500円

所定労働時間が9時から17時（7時間労働）の場合 ※休憩1時間

法定労働時間8時間

超えていないため

割増賃金は発生しない

時間外割増

① 9︓00～17︓00 → 7時間労働（うち1時間休憩）

② 17︓00～18︓00 → 1時間残業（法定内残業）

③ 18︓00～22︓00 → 1,500円 × 1.25 × 4時間

＝ 7,500円（割増賃金額）

④ 22︓00～5︓00 → 1,500円 × 1.50（1.25＋0.25）× 7時間

＝ 15,750円（割増賃金額）

時間外割増 ＋ 深夜割増

① ②

< 休日労働＋深夜労働の場合 >

例︓1時間当たりの賃金額1,500円

所定労働時間が9時から22時（12時間労働）までの場合 ※休憩1時間

① 9︓00～22︓00 → 1,500円 × 1.35 × 12時間

＝ 24,300円（割増賃金額）

② 22︓00～24︓00 → 1,500円 × 1.60（1.35＋0.25）× 2時間

＝ 4,800円（割増賃金額）

休日割増

休日割増 ＋ 深夜割増

１時間当たりの賃金額の求め方

（月給制の場合）

１時間当たりの賃金額の求め方

（日給制の場合）



誤解しやすいケース Q＆A
Q. 当社は午前9時から午後6時まで（正午から午後1時まで休憩時間）を勤務時間としていますが、掃除当番にあたる者を交代で

午前8時に出勤させています。この場合「早出残業」として午前8時から9時までを時間外労働として考えればよいでしょうか。

A. 1日の労働時間は定められた就業規則にかかわらず、実際に出勤した時間から起算します。今回の場合ですと、午前8時に早出

出勤した従業員については午後5時以降を時間外労働として取り扱うこととなります。なお、遅刻により午前10時に出勤した

場合は、午後7時までは時間外労働になりませんので、時間外手当を支払う必要はありません。

Q. 残業手当の計算が面倒なので、実際の残業時間にかかわらず「業務手当」として一律で支給してもいいですか。

A. 一律支給する場合には、業務手当が残業手当の定額払いであることを就業規則等に明記することが必要です。また、実際の残業

時間から計算した時間外手当より「業務手当」が低い場合は、その不足額も合わせて（つまり、実際に計算した時間外手当全額

を）支払わなければなりません。なお、実際の残業手当と業務手当の過不足を翌月に繰り越して相殺することはできません。

Q. タイムカードを使い、1分単位で労働時間記録を行っていますが、毎日の勤務時間を1分単位で集計するのは大変なので、

15分未満で切り捨て、15分以上を30分以上に切り上げて計算してもいいでしょうか。

A．1日の支労働時間の集計に当たり、端数を切り上げることは問題ありませんが、切り捨てることはできません。
ただし、1か月の労働時間を通算して30分未満の端数が出た場合には切り捨て、30分以上の端数を1時間に切り上げて計算する

ことは認められています。

● 1時間当たりの賃金の賃金額及び割増賃金額に1円未満の端数が生じた場合、1か月の時間外労働、休日労働、

深夜労働についてそれぞれの割増賃金に1円未満の端数が生じた場合

→ 「50銭未満の端数を切り捨て、それ以上を1円以上に切り上げること（就業規則に定める必要あり）。

● 1か月における時間外労働、休日労働及び深夜業の各々の時間数の合計に1時間未満の端数がある場合

→ 30分未満の端数を切り捨て、それ以上を1時間に切り上げること（就業規則に定める必要あり）。

割増賃金計算における

端数処理

労働時間の端数切捨ては

できません

残業手当の一律支給は

要注意

1日の労働時間は実際の

出勤時間から起算します



労働時間の適正把握

労働時間とは

労働時間の適正把握

◆使用者の指揮命令下に置かれている時間のことであり、

使用者の明示または黙示の指示により労働者が業務に

従事する時間は労働時間に該当する。

◆現場への移動、自宅待機、作業着への着替え、作業の

後片付け時間も、使用者の明示または黙示の指示（※）がある

場合には労働時間に該当する。

◆使用者が自ら確認するか、タイムカード等客観的な

記録を基礎として確認する。

◆やむを得ず自己申告によって労働時間を把握する場合は

労働時間適正把握ガイドラインに基づく措置を講じる

必要がある。

作業後の片付け

作業開始前の朝礼・体操

安全教育・研修

※黙示の指示…言葉や明確な指示はないが状況や行動、態度等から読み取れる指示



労働時間を管理する者の責務（労働時間適正把握ガイドライン）

労働日ごとに

始業・終業時刻を

記録する

始業・終業時刻の

確認と記録は

原則、客観的な方法

賃金台帳を適正に調製し、労働時間等の記録に関する書類を保存。

賃金台帳は労働者ごとに適正に以下の記入が必要。

・労働日数 ・労働時間数 ・時間外労働時間数

・休日労働時間数 ・深夜労働時間数 等

◆労働時間等の記録を作成しなければならない

◆記録は3年間※保存しなければならない

原
則

例
外

やむを得ず客観的な方法により

把握し難い（自己申告で把握する）場合

例えば、事業場外で行う業務のために直行・直帰する場合など、

労働時間の状況を客観的に把握する手段がない場合

※該当するかどうかは働き方の実態や法の趣旨に即して個別に判断する

ただし、以下の①～⑤の措置と

同様の措置をすべて講ずる必要がある。

①労働者への説明…自己申告制の対象となる労働者に対して労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うことなどにつ
いて説明。

②管理者への説明…実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、ガイドラインに従い講ずべき措置に
ついて説明。

③必要に応じて実態調査をし、所要の労働時間の補正をする…例えば、事業場内にいた時間の分かるデータ（入退場記録、PCの
使用時間の記録等）と、労働者からの自己申告により把握した時間が著しく乖離している時は実態調査が必要となります）。

④労働者からの報告が適正に行われているか確認する…自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その理由等
を労働者に報告させる場合にはその報告が適正に行われているかどうか確認する。※労働者が休憩や自主的な研修、訓練、学習等
をしていたので、労働時間ではないと報告しても、実際には使用者の指示により業務に従事していた場合には、その時間は労働時
間として扱わなければなりません。

⑤労働者による労働時間の適正な申告を阻害するような措置はとらない…<阻害となる例>自己申告できる時間外労働の労働数に
上限を設け、上限を超える申告を認めない、時間外労働時間の削減のための社内通達や時間外労働手当の定額払い等。

直行直帰

具体的には

※令和2年の労働基準法の改正により、保存期間は5年に延長。

ただし、経過措置により当分の間は3年が適用。

詳細は「労働時間の適正な把握のために使用
者が講ずべき措置に関するガイドライン」を
ご参照ください。

ガイドライン

◆使用者が自ら現認することにより確認し、適正に記録する

◆タイムカード、ICカードによる記録

◆PC等の使用時間の記録等

（労働基準法第108条、第109条）



労働基準法違反例

◆勤怠管理システムの端数処理機能を使って労働時間を切り捨てている
勤怠管理システムの端数処理機能を設定し、1日の時間外労働のうち

15分に満たない時間を一律に切り捨て（丸め処理）、その分の残業代を支払っていない。

◆一定時間以上でしか残業申請を認めない
残業申請は30分単位で行うよう労働者に指示しており、30分に満たない時間外労働（残業）については、

残業として申請することを認めておらず、切り捨てた分の残業代を支払っていない。

◆始業前の作業を労働時間と認めていない
毎朝、タイムカード打刻前に作業（制服、作業服、清掃、朝礼など）を義務付けているが、

当該作業を労働時間として取り扱っていない（始業前の労働時間の切り捨て）。

労働時間は毎日適正に把握し、それに基づいて賃金を計算し、支払うことが必要です。

１日ごとに、一定時間に満たない労働時間を一律に切り捨て、その分の賃金を支払わないことは、労働基準法違反となります。

労働時間の考え方については、リーフレット「労働時間の考え方︓「研修・教育訓練」等の取り扱い」もご参考ください。

リーフレット



3 6協定記載例（様式第９号）
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3 6協定記載例（様式第９号の２）
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ご清聴ありがとうございました。
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労働基準局
広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、
「魅力ある職場づくり」の実現による
生産性向上、人手不足解消のチャンス︕

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー
も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ︕

（厚生労働省ウェブサイト）（特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）

（建設ポータルサイト）


